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 1.序

1995年1月 に起 きた、淡路島北部を震源 とするマグニ

チュー ド7.2の 兵庫県南部地震(阪 神 ・淡路大震災)は

死傷者44,800人 余、家屋の全半壊約24万 戸 という甚

大な被害をもた らした。この地震を契機に、大規模 な

地震 に対する都市災害の被害予測に関心が集 まり多 く

の研究がなされている1)。 人 的 ・物的に大 きな被害を

もた らした過去の地震による統計的被害率予測や、G

IS(Geographic Information System)を 利 用した最

新の方法等で大都市における被害予測が行われている。

国土庁 ・防災調整課のま とめに よれば、都道府 県及び

政令指定都市の申、大半の自治体で独 自の地震被害想

定が行われているが(図 一1)、 行 政界 を超 える広域エ

リアの地震被害想定を複数の地方公共 団体共同で実施

した り、想定地震の設定 の整合性を図る等 の取 り組み

はな く、建物被害、ライフライ ン被害、人的被害など

の項 目については、市町村或いは町丁 目単位での想定

       國 被害予測を行コた都這府県 箋儘 髄  口
予測をfi・て`itac・if.・・A・5ehて匹、加 縦 府県

     図ー1  地震被害想定の全国実施状況

によ り実施 されている。このように被害想定項 目には

各自治体 のバラつきが多 く見 られ、大都市、政 令指定

都市以外 の地区の情報は十分 とは言えない。このこと
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から、大都市を取り巻く中小都市及ぴ近隣都市を含む

広域エリアの危険度予測を行うことを目的に建築構造

物の被害予測に必要なデータ収集を春日井市を対象地

区に行なった。本報告では調査データの信頼度と被害

予測結果について述べる。

2．実地調査方法と建物属性の信頼度

 平成5年東京都は関東地震級の地震を想定した『あ

なたのまちの地域危険度』を発表した。平成7年兵庫

県南部地震が発生し、多大な人的・物的被害に遭う都

市災害が起こった。これを受け建設省（当時）が各自

治体に危険度予測調査をするよう要請し、平成9年東

海地方では名古屋市が地震被害想定調査結果を公表し

ている。春日井市については昭和59年に「春日井市の

地質と地震災害（飯田汲事著）」2〕をまとめ、平成8

年に地震対策検討委員会による第二次提言発表（市内

を10校区に地域区分して被害予測を行なったもの、図

一2）が行なわれている。著者等は今回、東京都の予測

例に倣い、地域区分をより細分化し（図一3）、500m×

500mのメッシュを一地域とする被害率想定を実施する

ため、震源モデルの設定、地震動の予測、地盤状況、

建物属性等のデータ収集を行なった。とりわけ建物属

性データについては、対象地区の現状把握をする上で

重要な項目となることから、行政の有する家屋（課

税）台帳によらず、現地調査によるデータ収集を行な

った。その理由は、町、丁目、番地単位でのデータ集

計においては、台帳のデータは信頼度があり有効な数

値であるが、メッシュ区分内の住戸地図上で個別建物

の属性を特定することが困難な場合が多々あり、新・

増改築等の地区環境変化を考慮して、台帳と現状の相

違をより実情に合ったもので把握し、500m区分の境界

上建物の所属を明瞭化する目的と、避難経路及び一次

避難地区指定可能場所の確保を検討する等、地区居住

者が日頃感じる住区の災害危険性に対する意識を予測

に反映させようとする考えからである。

 春日井市は面積92．71km2、人口29万1千

人余の中都市である。隣接市町村を含む500m

メッシュの地域区分は448地区あり、建物属性

を次の5項目について現地での目視により判定

した。

 1．構造…木造・非木造（S造・R C造

     ・S R C造等）

 2．用途…戸建・商業・公共・共同・その他

 3・階数…1階・2階13階以上

4．築年代…築20年前・後

5．屋根…瓦・その他

地震による構造物と人的被害率の算定を国

寛，多田 国博

土庁の『地震被害想定支援ツール』3〕によることを原

則とした為、上記調査項の申、構造と築年代について

家屋台帳と比較し信頼度の検証を行なった。築年代の

判別根拠は、兵庫県南部地震における被害特徴である

耐震設計基準の改正前建築物の倒壊率と改正後建築物

の倒壊率の差を考慮した支援ツールにより昭和56年以

前と57年以降を目安とし、資産耐用年数4〕を考慮に築

②

⑤

① ③

⑥

⑨

④  ⑦ ⑧

⑩

春日井市の被害想定第2次提言地域区分

① 味美地区 味美、山王、白山

② 西部地区 春日井、牛山、松山、柏原

③ 南部地区 勝川、小野、上条、鳥居松

④ 八幡地区 篠木、八幡、篠原、松原

⑤ 鷹来地区 鷹来、西山、大手

⑥ 東野地区 東野

⑦ 神領地区 神領、北城

⑧ 高蔵寺地区 高座、不二

⑨ 坂下地区 坂下、西尾

⑪ 東部地区
藤山台、東藤山台、西藤山台、高
X台、中央台、東高森台、玉川、石
�艨A押沢台、岩成台、岩成台西

図一2 春日井市による被害想定地域区分
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20年前後を採用した。平成11年から12年12月末まで

の調査結果によれば、建物戸数は82，218月あり、木造

建築物が63，310戸、非木造建築物が19，108戸であった。

地区別の戸数分布状況は図一4に示す通りである。春日

井西部地区（味美、勝川、鳥居松、篠木）と東部地区

（神領、高蔵寺）のJ R中央線沿線と名鉄小牧線沿線、

鷹来町近辺に密集地区がある。築20年以上の比率分布

状況（図一5）からは春日井中央部から東部地区にかけ

て、ミニ住宅開発、マンション、アパート等の共同住

宅の増加、商業地区の店舗建替えによる築年数の新し

い建物が増加している現状が読み取れる。木造建物の

比率を示す図一6，7からも住宅用建築物が8割以上を占

35

め、3階以上の中高層建築物は5％程度であり、春日井

市が名古屋のベッドタウンであることを如実に示して

いることがわかる。この現地調査での属性データに対

する信頼性を築年代で検討したものが表一1である。戸

数200戸以上の地区の中、1O地区について家屋台帳の

記録と実地調査データを比較したものである。築20年

を基準とした新旧（古）建物の判別結果は、目視結果

と家屋台帳では80％程度の正答（一致）率となり、目

視の誤差を±2年まで許容すれば85％程度の正答率とな

る。構造則正答率はどの地区も83％程度であった。こ

れらの見誤りは、改築・改修による築年代の誤差、軽

量鉄骨構造住宅を木造と識別する誤差、S造とR C造

□1・・戸棚麗・・一…戸■・・戸以上

     国1舳・・戸■…一…戸

図一4  地区別戸数分布
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          国・1伽伽0炉・・％

図一5  新旧建物の分布状況（築20年以上建物比率）

口㎝一・舳麗・1炉・。％■・1炉1・・％

     圏・1舳小1・一…

図一6  木造建物の分布状況
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図一7調査結果による建物属性
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を見誤る誤差が大半を占めており、目視経験を積めば

改良できる余地があるものと思われる。表一2は実地調

査データを用いた被害予測と家屋台帳データでの被害

予測結果を比較したものである。濃尾級地震M8．0とし

た時の木造、非木造建築物の全壊戸数を計算したもの

で、建物外観の目視による実地調査結果の正答率が

80％～90％程度あれば、全壊率からの全壊戸数予測に

大きな誤差を生じないことが分かり、実地調査データ

を用いる本研究方法による被害予測の信頼性は十分で

あると言える。

表一1  実地調査の正答率（実地調査／家屋台帳）

築20年±O年 築20年±2年

84地区 241戸／291戸 82．8％ 257戸／291戸 88．7％

100地区 230戸／274戸 83．9％ 236戸／274戸 86．5％

172地区 232戸／282戸 82．3％ 244戸／282戸 86．5％

214地区 189戸／219戸 86．3％ 197戸／219戸 89．9％

278地区 205戸／246戸 83．3％ 216戸／246戸 8718％

321地区 451戸／522戸 86．4％ 474戸／522戸 90．8％

350地区 252戸／329戸 76．6％ 293戸／329戸 89．1％

365地区 207戸／261戸 79．3％ 216戸／261戸 82．8％

388地区 218戸／260戸 83．8％ 233戸／260戸 89．6％

424地区 204戸／304戸 67．2％ 231戸／304戸 76．0％

寛，多田 国博

表一2  被害戸数の比較（戸）潰尾級地震M8．O

木造 非木造

新 古 新 古

家屋台帳 α1 1．8 O．0 αO
84地区

実地調査 O－1 1．5 0．O α0

家屋台帳 O．1 5．4 α0 O．2

100地区
実地調査 O，3 3．9 O．0 O．3

家屋台帳 α1 0．3 αO 0－0

172地区
実地調査 O．1 0．1 O．0 α0

家屋台帳 O．4 1．7 0刀 O．1

214地区
実地言周査 O，4 1．2 O．1 0．O

家屋台帳 O－1 4．3 O－1 O．2

278地区
実地調査 O．O 48 0．1 O．3

家屋台帳 O．3 8．4 α1 O．4

321地区
実地調査 O．4 6．7 0．2 0．3

家屋台帳 O．3 4．4 O．1 O．1

350地区
実地言周査 O．2 6．O 0．1 O．1

家屋台帳 O，0 O．4 O，0 O．0

365地区
実地調査 O．0 0．4 O．0 O－O

家屋台帳 O．2 4．4 O，O O．1

388地区
実地調査 O．3 3．9 O．0 0－1

家屋台帳 O．2 1，7 O．2 O．4

424地区
実地言周査 0．2 1．7 α0 1．O

3．想定地震動と被害予測

実地調査と家屋台帳による建物属性の正答率が8割

以上あったことから、春日井市全体の被害予測を行な

うため、全448地区の実地調査を行ない、建物属性に関

するデータベースを作成した。この資料を基に、内陸

型地震、海洋性地震、直下型地震として濃尾級、想定

東海、猿投断層地震を設定し、国土庁地震支援ツール

を用いて構造物と人的被害の計算を行なった。図一8が

想定地震震源域を、表一3が地震動の強さを示したもの

である。春日井市の地形は低平地、台地、丘陵地及ぴ

山地に区分され、市街地は階段状の台地（洪積台地）

を形成している。濃尾平野周辺では最も段丘が発達し

ている地域で、標高は12m～100m位である2〕。地震動

の計算では、ボーリングデータの数のパラ付きから、

春日井市役所を基準として求めた。予想される地震を

M8．Oとすると春日井市中・西部の市街地における地震

動は、濃尾級地震で地表最大速度が59．4kine、地表最

大加速度が817．5ga1、震度が6．O程度となり、標高100

mを越える高蔵寺ニュータウンの山地でも、最大速度

40．4kine、最大加速度528．9ga1、震度5．6となり、兵

庫県南部地震並みの大きさとなることがわかる。これ

に対し、想定東海地震は、震源が最も近い浜岡砂丘沖

の場合でも速度、加速度とも小さくなり、被害が少な

いことが予想できる。直下型の猿投断層地震を想定し

た場合は、M7．2で濃尾級のM8．Oよりも大きな値を示

すことから、多くの被害が出ると予想される。また最

近では、東海地震の震源域が西側に寄ったものが検討

されているが、本報告の被害計算は旧来の図一8の震源

域で行っている。

       図一8  想定地磨口源域

実地調査によって得られた建物属性を基に、国土庁の

被害予測支援ツールにより想定地震における被害予測

を行った結果が表・4～8及び図・9～1Oである。表’4～6

は各想定地震に対する木造、非木造建物の被害率を春

日井市全体で算出したもので、想定東海地震では木造、

非木造建物の全壊率は新旧建物とも殆ど0％に近い。こ
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れに対し，内陸型地震の濃尾級地震の場合木造建物では、

築20年以上経過したものに3％程度の全壊率、非木造

建物で1％弱の被害が予測される計算結果となった。直

下型の猿投断層地震ではM7．2クラスの地震でも濃尾級

地震と同程度の被害が予想される計算結果となった。

これらの計算結果を被害戸数で表示したものが表・7、人

的被害数を表示したものが表一8である。図一9～王0は地

区別被害予想の分布図であり、春日井西部地区と高蔵

寺駅周辺、坂下地区で多くの物的・人的被害が予想さ

れることを示している。なお、建物半壊率については、

支援ツールに含まれていない為、文献5〕により木造建

物の計算を行った。

   表一3（a）想定地震による地震動の強さ（標高24m）

37

は殆ど出ないが、想定濃尾地震、猿投断層地震に対し

ては日頃の対策が必要であることが判明した。なお、

本報告は文献。〕を加筆修正し、まとめ直したもので、文

部省ハイテクリサーチセンターの支援によって行った
ことを付記する。最後ピ、現地調査に協力し、資料整

理を担当した卒業研究生諸君に謝意を表します。

      表一4想定理震による木造建物全壊率

想定濃尾地震

想定東海（浜岡砂丘沖）地

想定東海（御前崎沖）地震

想定猿投断層地農

8．O

8，0

8．O

7．2

昭和56年以前

3，060％

0．O05％

0，000％

5，168％

昭和57年以降

0，303％

0，000％

O．000％

O．572％

表一5想定地震による木造半壊率

（距離＝春日井市役所から） Mフ．2 M7．5 M8．0 M8．2 M8．5

24－1kino 37．0kino 59．4kine 73．1ki爬 98．1kino

濠尾 295．lga 478．4ga 817．5ga 1033．3ga 1440．3ga

．（距離57km深さOkm） 震度5．2 農産5．6 震度6，0 震度6．2 震度6．4

6．9ki冊 11．0ki冊 帆0kine 24．2ki鵬 345ki冊

東海（浜岡砂丘沖） 72．2ga 121．69a 225．69a 296．69a 441．6ga

距離147km深さ30km 震度4．1 震度4．5 震度5．O 震度5．2 震度5，5

4．2kine 6．6kino 11．6kine 14．9ki冊 21．5kino

東海（御前崎沖） 40．5ga 68．79a 129．5ga 1ハ．8ga 259．6ga

（距離198km深さOkm） 農産317 震度4－1 震度4－6 震度4．8 震度5．1

68．3kine 97．1kine 35．6kine 57．4kino 93，8kine

猿投断層 ・957．7ga 142伽ga 2076．6ga 2458．2ga 3108．8ga

（距離17km深さ0km〕 震度a1 震度6－4 震度a7 震度6．8 震度7．0

想定濃尾地震

想定東海（浜岡砂丘沖）地

想定東海（御前崎沖）地震

想定猿投断層地震

8．0

8．O

8．0

7．2

昭和56年以前

13，198％

0，286％

O．024％

17，993％

昭和57年以降

2，335％

0，034％

0，003％

3，451％

表一6想定地震による非木造建物全壊率

M
8．0

8．0

8．0

7．2

昭和56年以前

 0，668％

 O．001％

 0．OOO％

 1，157％

昭和57年以降

 O．136％

 0，000％

 0，000％

 0，258％

表一3（b）想定地震による地震動の強さ（標高100m以上）

（距離：春日井市役所から） M7．2 M7．5 M8．0 M8．2 M8．5
16．4kine 25．2kino 40．4kine 49．7kino 66．7ki閑

濃尾 191．Oga 309．5ga 528．99a 668．6ga 931．9ga

（距離57km深さ0km） 震度4．9 震度5，2 震度5．6 震度5．8 震度6．1

4．7kine 7．5kino 12．9kine 16．5kino 23．4kino

東海（浜岡砂丘沖） 46．フga 78．79a 146．09a 191．9ga 285．79a

距離147km深さ30km 震度3．8 震度4．2 震度416 震度4．9 震度5，2
2．εki爬 4．5kino 7．9kino 10．2kine 14．6ki冊

東海（御前崎沖〕 26．2ga 44．4ga 83．8ga 111．1ga 168．0ga

（距離198km深さOkm） 震慶3．3 震度3．7 震度4．2 震度4．4 震度4．8

46．5ki冊 66．0kine 92．2ki冊 07．1kine 31．8ki冊

猿投断層 619．6ga 921．3ga 343．6ga 590．59a 2011．4ga

（距離17km深さ0km） 震度5．8 震度6．1 震度6．4 震度6．5 震度6。フ

表一7（a）建物被害予測数

想定濃尾地震

想定東海（浜岡砂丘沖）地

想定東海（御前崎沖〕地震

想定猿投断層地震

8．O

8．O

8．0

フ．2

全壊戸数

木造建物

1061

0

1857

非木造建物

11

55

計

1072

1912

 4．まとめ

 地震被害予測の設定項目の一つである建物属性を、行

政が有する資料を使わず、実地調査による目視データ

に基づいて作成し、被害予測を行なった。両者のデー

タ比較の結果より、被害率予測を調査データから求め

ても良い一致を示すことを明らかにした。このことか

ら、地区住民が感じる地域への不安感（又は安心感）

を反映した危険度予測が可能となり、より新しいデー

タによる被害予測情報を示すことが出来ると考える。

また、被害予測計算結果から、想定東海地震での被害

表一7（b）建物被害予測数

想定濃尾地震

想定東海（浜岡砂丘沖）地

想定東海（御前崎沖）地震

葱定猿投断層地震

M

8．0

8．0

8．0

7．2

木造建物半壊戸数

5053

64

6983

表一8人的被害予測人数（死者数十重傷者鋤

想定濃尾地震

渥定東海（浜岡砂丘沖）地

想定東海（御前崎沖）地震

葱定猿投断層地震

M
8．0

8．O

8．0

7，2

早朝（4時）

224

406

昼間（12時）

190

0

0

350

夜間（20時）

208

3フ1
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38 勅使川原 誠司，原 寛，多田 国博

建物全域散  濃尾（M8．0

□ ．   ．、．  ㎜ 」．  一   屈宙一口1・戸以下国11間・・戸騒・1～・・戸

     ■・1一・・戸■・1戸以上

建物全域散  浜岡（M8．0

□、   ．一．  而 ．．  一   嗣嗣一口10戸以下騒11～20戸畷21～30戸

     一・1一・・月一・1戸以上

建物全壊数  猿投（M7．2）

珊 1

□．   ．一．  冊 、、      曝露  ．口10戸以下圏11～20戸畷21～30戸

     一・1～・・月一・1戸以上

木道建物半壊敷

口10戸以下国11～20戸鰯21～30戸

     ■・1一・・戸■・1戸以上

図一9（b）想定地量による建物彼害予測（木造建物半壊分布）

図一9（a）想定地磨による建物彼害予測全壊建物分布）

人的被害：早朝  覆没（W．2）

11

．韮I l111 蹄1 鶉1111

11 l l一 lI

□     。   ‘嗣  ．    。  藺嗣

1）

2）

3）

4）

5）

6）

口・人 騒1一・人鰯・～・人

■・一・人■1・人以上

図一10想定地磨による人的被害予測（重傷死者数）
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